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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第30期中,第32期中及び第30期は１株当たり中

間（当期）純損失が計上されているため、又第31期中は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

３ 提出会社は、平成17年４月１日付で普通株式10株を１株にする株式併合を行っております。 

４ 第32期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 （企業会計基準委員会 企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」 （企

業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第30期中 第31期中 第32期中 第30期 第31期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 704,989 1,012,494 2,139,208 1,539,808 4,018,966

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) △624,810 291,041 △153,915 △902,462 1,145,829

中間(当期）純利益又は 
中間（当期）純損失（△）

(千円) △796,643 305,576 △1,977,968 △722,284 571,997

純資産額 (千円) 3,296,263 9,780,386 10,461,881 5,456,375 10,843,215

総資産額 (千円) 5,035,259 12,455,019 13,236,792 6,279,216 11,676,509

１株当たり純資産額 (円) 8.14 179.14 131.18 11.04 157.61

１株当たり中間（当期）
純利益又は中間（当期）
純損失（△）

(円) △2.05 5.72 △26.04 △1.73 10.12

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― 9.86

自己資本比率 (％) 65.5 78.5 76.3 86.9 92.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △724,539 △1,483,542 △1,771,449 △2,036,403 248,966

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △389,566 236,583 △1,030,670 95,334 △2,829,565

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 856,433 1,567,754 1,932,658 2,027,410 4,508,225

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 47,139 717,955 1,453,709 392,008 2,322,578

従業員数
（外、平均臨時雇用者数）

(人)
25
(―)

30
(―)

160
(53)

27
(―)

27
(―)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第30期中、第32期中及び第30期の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、１株当たり

中間(当期)純損失が計上されているため、又第31期中は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

３ 平成17年４月１日付で普通株式10株を１株にする株式併合を行っております。 

４ 第32期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 （企業会計基準委員会 企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」 （企

業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第30期中 第31期中 第32期中 第30期 第31期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 704,989 999,280 1,006,448 1,361,372 3,984,596

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) △624,742 298,037 145,811 △900,357 1,245,748

中間（当期）純利益又は 
中間（当期）純損失（△）

(千円) △796,605 314,245 △1,893,979 △721,433 665,467

資本金 (千円) 15,446,633 1,694,586 4,239,467 1,000,000 3,371,405

発行済株式総数 (株) 405,037,832 54,757,783 77,105,272 494,067,832 68,956,096

純資産額 (千円) 3,296,302 9,785,348 10,298,312 5,465,629 10,924,186

総資産額 (千円) 5,030,008 12,324,457 11,437,214 6,106,589 11,545,251

１株当たり純資産額 (円) 8.14 179.23 133.29 11.06 158.79

１株当たり中間（当期）
純利益又は中間（当期）
純損失（△）

(円) △2.05 5.88 △24.93 △1.73 11.77

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― 11.47

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.5 79.4 89.7 89.5 94.6

従業員数 (人) 24 27 28 23 24



２ 【事業の内容】 

当企業集団は、当社と、連結子会社であるオメガ・プロジェクト株式会社、株式会社サボテンパークア

ンドリゾート、中伊豆高原開発株式会社、バサラ・ピクチャーズ株式会社、オメガプロジェクト株式会社

（韓国）（旧 オメガピクチャーズ株式会社）と、持分法適用関連会社であるエムスリイエンタテインメ

ント株式会社、永兆精密電子股份有限公司の計８社にて、映像・音盤関連事業、投資事業、レジャー事

業、その他の事業を展開しております。  

 なお、当中間連結会計期間から、事業セグメントに「レジャー事業」を追加いたしました。当該変更

は、平成18年６月30日付で、株式会社サボテンパークアンドリゾート及び中伊豆高原開発株式会社を子会

社化したことに伴い、当社グループの新事業の一つとして追加したものであります。  

 当社グループのセグメント別事業内容は下記の通りです。  

 

（映像・音盤関連事業）  

 映像・音盤関連事業では、当社子会社のオメガ・プロジェクト株式会社を中心に、バサラ・ピクチャー

ズ株式会社、オメガプロジェクト株式会社（韓国）等と連動し、クオリティの高いエンタテインメントコ

ンテンツの制作を行い、エムスリイエンタテインメント株式会社においては、当社グループ企画・製作の

映像ソフトの販売等を推進しております。また、当社はアジア戦略を経営方針の最重要項目の一つに据

え、予てより事業基盤の確立に注力して参りました。具体的案件としましては、日本・中国での映画祭の

同時開催、台湾との合作による映画制作などが挙げられます。今後も、更に営業機会の増大を目指し、ア

ジア展開を多角的に推進してまいります。  

 

（投資事業）  

 投資事業では、永兆精密電子股份有限公司等、アジア展開において連携していける企業や、当社事業と

の相乗効果も期待できる企業への投資を行なっております。また、コンテンツファンドの企画・運営も行

っており、資金調達から映画制作、提供まで包括的に行なえる、金融と映像を融合した総合エンタテイン

メント企業を目指しております。  

 

（レジャー事業）  

 当中間連結会計期間から、事業セグメントとして新たに追加したものであります。平成18年６月30日付

で子会社化した株式会社サボテンパークアンドリゾート並びに中伊豆高原開発株式会社において行なって

いる、テーマパーク並びにスポーツレジャー施設等の運営事業の管理・指導を行なっております。また、

当社グループの主幹事業の一つである映像・音盤関連事業及び投資事業との相乗効果も図っていく考えで

あります。  

 

（その他の事業）  

 当社が所有している不動産の賃貸等を行なっております。  

  



[事業系統図] 

平成18年９月30日時点での事業系統図を示すと次のとおりであります。 

  

 

  
（注）平成18年10月30日付で、永兆精密電子股份有限公司（台湾）は当社持分法適用関連会社より除外されておりま

す。 

  



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、平成18年９月22日付けで、ASIA MOVIE WEEK PTE.LTD.の株式の一部を譲

渡したことにより、当社連結子会社に該当しなくなりました。 

また、株式会社サボテンパークアンドリゾートが株式追加取得により持分法適用関連会社から連結子会

社へ異動したことに伴い、以下の会社が新たに関係会社になり、当中間連結会計期間より、連結子会社と

しております。 

 
（注）１「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 議決権の所有（又は被所有）割合は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたもので

あります。 

  

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、役員、使用人兼務役員を除いております。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー・アルバイト）の年間平均雇用人数であります。 

３ 従業員数は、新たにレジャー事業の連結子会社が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ133名増

加しております。 

４ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、役員、使用人兼務役員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所
資本金 
（千円）

主要な
事業の内容
（注）１

議決権の所有
（又は被所有）
割合（％）

中伊豆高原開発
株式会社 
（注）２

静岡県伊豆市 90,000 レジャー事業 44.5（44.5）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

映像・音盤関連事業 8 （ ―）

投資事業 2 （ ―）

レジャー事業 131 （ 53）

その他の事業 1 （ ―）

全社(共通) 18 （ ―）

合計 160 （ 53）

従業員数(人) 28



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におきましては、引き続き拡大傾向が続いており、所得の増加に伴う個人消費も、

緩やかながらも着実な回復を見せております。しかしながら、当社が事業基盤を築いている、アジア諸国

と日本との政治的緊張が未だ緩和されずにいることや、原油等の高騰による副作用といった懸念材料も依

然としてあるのが現状であります。そういった局面で考えられるリスク等も鑑みながら、今後も慎重かつ

積極的に事業を展開していく考えであります。  

 このような状況下、当社は予てから財務基盤の強化、及び事業体制の再編に積極的に取り組んでまいり

ました。その結果、財務体質の改善、並びに持株会社体制の構築を果たしました。また、平成18年６月30

日付で、株式会社サボテンパークアンドリゾート及び中伊豆高原開発株式会社を子会社化いたしました。

今後は、持株会社である当社の安定した財務基盤のもと、グループ企業間のシナジー効果を最大化しなが

ら、映像制作だけにとどまらない、テーマパークやスポーツレジャー事業も含めた、当社グループ独自の

ユニークかつ斬新な幅広いエンタテインメント事業を展開してまいります。  

  

 その結果、当中間連結会計期間における当社グループの業績は、売上高は2,139百万円（前年同期比

111.3％増）となり、営業損失104百万円（前年同期は335百万円の営業利益）、経常損失153百万円（前年

同期は291百万円の経常利益）となりました。また、特別利益は41百万円、特別損失は1,872百万円とな

り、法人税等及び少数株主損失を計上の結果、中間純損失は1,977百万円（前年同期は305百万円の中間純

利益）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

（映像・音盤関連事業） 

映像・音盤関連事業では、当社子会社のオメガ・プロジェクト株式会社を中心に、クオリティの高いエ

ンタテインメントコンテンツの制作を行っております。また、アジア戦略を当社の経営方針において最重

要項目の一に据え、予てより事業基盤の確立に注力して参りました。具体的案件としましては、日本・中

国での映画祭の同時開催、台湾との合作による映画制作、韓国や台湾へのグループ展開などが挙げられま

す。今後は、これまで事業の中で培ってきたノウハウを武器に、新たなファイナンススキームを活用した

資金調達から、映画制作、提供まで包括的に行なえる、金融と映像を融合した総合エンタテインメント企

業を目指してまいります。  

 当期におきましては、子会社オメガ・プロジェクト株式会社と台湾の合作長編劇場映画『幻遊伝』の劇

場公開、子会社であるバサラ・ピクチャーズ株式会社との共同制作『狼少女』の全国上映、当社が買い付

けた内モンゴル映画『天上草原』、昨年公開いたしましたオムニバス映画『Ｍｏｖｉｅ Ｂｏｘ―ｉｎｇ

２』、並びに関連会社エムスリイエンタテインメント株式会社における韓国映画のＤＶＤ販売、子会社オ

メガ・プロジェクト株式会社において行なっているＩｎｔｅｒＦＭのラジオ番組『birth of music』内の

ＣＭ枠販売等を中心とした収益の計上となりました。この結果、映像・音盤関連事業における外部売上高

は183百万円（前年同期比164.4％増）、営業損失は258百万円（前年同期比76.0％増）となりました。 



（投資事業） 

投資事業では、上場企業や当社の映像・音盤関連事業と相乗効果の期待できる事業展開が可能な企業へ

の投資を行なってまいりました。また、映画制作と金融を融合させたコンテンツファンドの企画・運営も

行っており、オメガ・プロジェクト株式会社制作の日本・台湾合作映画『幻遊伝』におきまして、新しい

ファイナンススキームの確立を推進するなど、映像・音盤関連事業と投資事業の相乗効果を目指しており

ます。今後も市場環境の変化を見極め、当社グループがこれまで蓄積してきたノウハウを活かしながら、

さまざまなポートフォリオを組むなどリスクを回避し、投資を行なっていく考えであります。  

 当中間連結会計期間におきましては、営業用投資有価証券の売却益等を中心とした収益の計上となりま

した。この結果、当期の投資事業における外部売上高は822百万円（前年同期比12.3％減）、営業利益は

224百万円（前年同期比55.7％減）となりました。 

  

（レジャー事業） 

当中間連結会計期間より、新たに事業セグメントに追加されたレジャー事業におきましては、平成18年

６月30日付で子会社化した株式会社サボテンパークアンドリゾート及び中伊豆高原開発株式会社にて行な

っている、テーマパーク及びスポーツレジャー施設の運営管理・指導を行なっております。また、当社の

主幹事業の一つである映像・音盤関連事業及び投資事業とのノウハウの共有等の相乗効果を図りながら、

事業シナジーを推し進めていく考えであります。当期におきましては、株式会社サボテンパークアンドリ

ゾート及び中伊豆高原開発株式会社の売上等を中心とした収益の計上となりました。この結果、当期のレ

ジャー事業における外部売上高は1,124百万円（前年同期―）、営業損失は60百万円（前年同期―）とな

りました。  

  

（その他の事業） 

その他の事業では、当社所有の不動産賃貸物件による賃貸収入により、売上高７百万円（前年同期比

56.4％増）、営業損失18百万円（前年同期比23.1％減）となりました。 

   

（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物の中間期末残高は、株式等の発行による収入17億20百万円が

ありましたが、税金等調整前中間純損失や、貸付による支出等により前連結会計年度末に比べ８億68百万

円減の14億53百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前中間純損失の計上、営業用投資有価証券等の増加に

より、17億71百万円の資金使用（前中間連結会計期間比２億87百万円増）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは貸付による支出等により10億30百万円の資金使用（前中間連結会

計期間は、２億36百万円の資金獲得）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、株式の発行による収入等の結果、19億32百万円の資金獲得(前

中間連結会計期間比３億64百万円増)となりました。  



２ 【販売の状況】 

販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 当中間連結会計期間よりレジャー事業を事業セグメントに追加しております。 

３ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

  

 
４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前年同期比(％)

映像・音盤関連事業(千円) 183,945 164.4

投資事業(千円) 822,606 △12.3

レジャー事業(千円) 注２ 1,124,861 ―

その他の事業(千円) 7,794 56.4

合計(千円) 2,139,208 111.3

相手先

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

N.D.F.Holdings Inc. 403,000 39.8 ― ―

フィルム・トラスト 
株式会社

300,000 29.6 ― ―

ユニオンホール 
ディングス株式社

― ― 804,000 37.6



３ 【対処すべき課題】 

持株会社体制のグループ経営の拡充・安定をより強固なものとし、エンタテインメント業界において

急速な変化に対応可能な体力と機動力を兼ね備えた企業グループを早期に構築し、株主様への配当復活

実現に向け邁進することを重要課題と致します。 

 具体的には、以下の項目が平成19年３月期における対処すべき課題と認識いたします。  

 

① 持株会社としての当社の安定した財務基盤のもと、グループ企業間のシナジー効果を発揮し、企業

価値を向上させ、日本のみならず当社が事業基盤を築いているアジア圏においても、柔軟に事業を展開

できる組織体系を確立すること。  

 

② 映画制作特有のリスクの認識およびリスクの軽減を積極的に行った上で、斬新な新企画の映画を制

作していくこと。事業資金（主に映画制作）について、金利負担、経済の動向による影響、完成時期の

変動などを考慮し、銀行借入に頼らない自己資金による中長期的資金運用を図っていくこと。  

 

③ 投資事業としては、上場企業や資産価値のある企業、並びに当社事業とシナジー性の高い企業に対

し、市場環境の変化等を見極めながら、資金投入の後に再生して転売すること等によって、業容の拡大

や収益力の強化を図ること。  

 

具体的な取組状況等  

① 当社グループは、本年度100％子会社のオメガ・プロジェクト株式会社を中軸にして、当社の主幹事

業である映像・音盤関連事業を行なってまいりました。また、アジアを当社にとって重要な地域と考

え、営業機会の増大を目指し積極的に事業を展開して参りました。今後も、クリエイティブ集団である

エンタテインメント企業の独自性を尊重しながら、急速に変化しがちである業界の動向にフレキシブル

に対応できる経営体制を構築すべく、持株会社として、日本国内並びにアジア諸国の連結子会社・関連

会社の管理や財務基盤の維持、およびＭ&Ａによる業容の拡充に注力してまいる所存です。  

 

② 業界の持つハイリスクハイリターンの特殊性を十分に踏まえた上で、財務体質を一層強化し、自己

資金による中長期的資金運用を図るべく、コンテンツファンドの組成や、新しいファイナンススキーム

の確立に注力しております。また、グループに映画制作会社や、上場企業を持つ強みを活かし、資金調

達から宣伝・配給まで一貫した事業体制を目標に、グループ企業間のシナジー効果を最大限発揮させ、

アジアのみならず世界を視野に入れたボーダーレスな事業展開を目指しております。  

 

③ 当社グループが、これまでの事業展開の中で蓄積してきたノウハウを活かしながら、ポートフォリ

オを組みリスクを回避するなど、市場環境の変化を見極めながら投資を行なっております。今後もただ

企業規模の拡大を図るだけでなく、当社事業とのシナジー効果が期待できるような分野への参入、新規

事業開拓を通して、グループの相乗効果及び企業価値の最大化を目指してまいります。  

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。  

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 190,000,000

計 190,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 77,105,272 77,105,272

ジャスダック証券
取引所 
フランクフルト証
券取引所

―

計 77,105,272 77,105,272 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

 ① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株

予約権（ストック・オプション）の状況。 

  

     （平成17年２月25日臨時株主総会決議に基づく平成17年３月２日取締役会決議） 

 
(注) １ 平成17年２月25日開催の臨時株主総会決議に基づき、平成17年４月１日付けで10株を１株に併合する株式  

併合が行なわれております。株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額等は、株式併合に伴う調整後の  

数字を記載しております。 

２  ①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使の際に、当社及び当社関係  

会社の取締役、執行役員、監査役、顧問、及び従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了によ  

る退任、定年退職、転籍、その他正当な理由があると認めた場合は、この限りでない。 

   ②新株予約権者の権利行使期間内の死亡の場合には新株予約権者の相続人は、新株予約権を相続する。 

   ③その他の権利行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

３  新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く。）が行

われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。 

 
  

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 11,700個 11,700個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,170,000株 1,170,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり260円 同左

新株予約権の行使期間
平成17年３月10日～
平成22年３月９日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   260
資本組入額  130

円
円

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

調整後  
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×

既発行
株式数

＋
新発行株式数×１株当たり行使金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数



  

     （平成17年２月25日臨時株主総会決議に基づく平成17年８月17日取締役会決議） 

 
(注) １ 平成17年２月25日開催の臨時株主総会決議に基づき、平成17年４月１日付けで10株を１株に併合する株式併

合が行なわれております。 

２ ①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使の際に、当社及び当社関係会

社の取締役、執行役員、監査役、顧問、及び従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職、転籍、その他正当な理由があると認めた場合は、この限りでない。 

  ②新株予約権者の権利行使期間内の死亡の場合には新株予約権者の相続人は、新株予約権を相続する。 

  ③その他の権利行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

３  新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く。）が行

われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。 

 
    

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 6,780個 6,780個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 678,000株 678,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり215円 同左

新株予約権の行使期間
平成17年８月26日～
平成22年３月９日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価額及び資本組入額

発行価格   215
資本組入額  108

円
円

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

調整後  
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×

既発行
株式数

＋
新発行株式数×１株当たり行使金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数



② 第三者割当により発行した新株予約権の状況。 

  

     （平成17年12月２日取締役会決議） 

 
（注）１ 当社は割当先との間で、当社が一定の条件にしたがって本新株予約権を行使すべき旨及び行使すべき新株

予約権の数を指定できるエクイティーコミットメントライン契約を締結しております。 

２ 平成18年11月20日付にて、残存する新株予約権1,008個について、１個当たり発行価格10,000円を支払うこ

とにより全て消去いたしました。 

中間会計期間末現在
（平成18年９月30日）

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日）

新株予約権の数 1,008個 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数

 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行する数は、行
使請求に係る本新株予約権の数に5,000,000円を乗じ、これを行使価額（以
下に定義する。）で除した数とし、１株未満の端数は切り捨てる。各本新株
予約権の目的である株式の数（以下「割当株式数」という。）は、当該株式
数を行使請求に係る本新株予約権の数で除した数とする。

新株予約権の行使時の払込金額

①各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、行使価額に割当株式
数を乗じた額とする。 
②本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を発行・移転する場合にお
ける株式１株当りの払込金額（以下「行使価格」という。）は、当初320
円とする。  
③行使価額の修正 
 平成17年12月20日以降、本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下
「修正日」という。）の前日まで（当日を含む。）の３連続取引日（但し終
値のない日は除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通
株式の普通取引の終値の平均値の90％に相当する金額の１円未満の端数を切
り上げた金額（以下「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効
な行使価額を１円以上下回る場合又は上回る場合は、行使価額は当該修正日
以降、当該修正日価額に修正される。但し、行使価額は160円を下回らず、
1,120円を上回らないものとする。

新株予約権の行使期間
平成17年12月20日から
平成19年12月19日まで ―

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額

 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は１個に
つき10,000円とする。当社普通株式１株の資本組入額は、本新株予約権の行
使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格に0.5を乗じた
金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げ
るものとする。

新株予約権行使の条件
 新株予約権の行使に当たっては一
部行使はできない。

―

新株予約権の譲渡に関する事項
 本新株予約権の譲渡するに当たっ
ては当社取締役会の承認を要するも
のとする。

―

代用払込みに関する事項 ― ―



③ 会社法第236条、第238条第１項、第239条第１項及び同条第２項の規定に基づき発行した新株

予約権（ストック・オプション）の状況。 

  

     （平成18年６月27日定時株主総会決議に基づく平成18年９月４日取締役会決議） 

 
(注) １ 平成17年２月25日開催の臨時株主総会決議に基づき、平成17年４月１日付けで10株を１株に併合する株式併

合が行なわれております。 

２ ①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使の際に、当社及び当社関係会

社の取締役、執行役員、監査役、顧問、及び従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職、転籍、その他正当な理由があると認めた場合は、この限りでない。 

  ②新株予約権者の権利行使期間内の死亡の場合には新株予約権者の相続人は、新株予約権を相続する。 

  ③その他の権利行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

３  新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く。）が行

われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。 

 
  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 19,000個 19,000個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,900,000株 1,900,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり140円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年９月19日～
平成23年７月６日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価額及び資本組入額

発行価格  140
資本組入額  70

円
円

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

調整後  
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×

既発行
株式数

＋
新発行株式数×１株当たり行使金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年4月1日～ 
平成18年９月30日

8,149,176 77,105,272 868,062 4,239,467 861,246 4,500,912



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
 （注）所有株式数は、百株未満を切り捨てて表示しております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が378,900株(議決権の数3,789

個)が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所

所有株式数
発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)(百株)

ユニオンホールディングス 

株式会社
東京都板橋区志村２丁目19-17 46,397 6.02

大阪証券金融株式会社 

（業務口）
大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 44,263 5.74

日本証券金融株式会社 

（業務口）
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２-10 11,765 1.53

株式会社ジャパンゼネラル 三重県四日市市新正３丁目17-６ 10,340 1.34

株式会社ＵＳＳキャピタル 東京都渋谷区渋谷１－８―６ 10,227 1.33

榎本 正敏 東京都武蔵野市 10,200 1.32

山本 正尚 堺市西区 7,457 0.97

善山 良子 岐阜県岐阜市 6,452 0.84

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町二丁目六番四号 5,601 0.73

水田 穣作 東京都杉並区 5,583 0.72

計 ― 158,285 20.53

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) （自己保有株式）
普通株式 159,900

― ―

完全議決権株式(その他) (注)  
普通株式 76,944,800 769,448 ―

単元未満株式  
普通株式 572 ― ―

発行済株式総数 77,105,272 ― ―

総株主の議決権 ― 769,448 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

当該中間会計期間における月別最高・最低株価 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日まで役員の異動はありません。 

  

  

  

  

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）

オメガプロジェクト・ 
ホールディングス株式会社

東京都千代田区紀尾井町
４番１号

159,900 ― 159,900 0.21

計 ― 159,900 ― 159,900 0.21

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 264 220 182 161 157 148

最低(円) 218 167 138 105 109 110



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、国際第一監査法人により中間監査を受け

ております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 717,955 1,453,709 2,322,578

 ２ 売掛金 109,311 70,499 253,516

 ３ 商品有価証券 ― 636,841 ―

 ４ 営業用投資有価証券 ※３ 9,239,970 3,211,904 3,535,150

 ５ たな卸資産 41,928 442,788 11,786

 ６ 前渡金 571,557 843,678 1,160,908

 ７ 短期貸付金 320,184 3,478,855 2,431,502

 ８ 未収入金 162,197 310,215 929,119

 ９ その他 127,747 320,514 144,908

  貸倒引当金 △35,489 △125,976 △125,970

  流動資産合計 11,255,364 90.4 10,643,030 80.4 10,663,501 91.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 3,130 494,128 2,826

  (2) コース勘定 ― 359,972 ―

  (3) 土地 ― 629,818 ―

  (4) その他 791 3,921 0.0 96,935 1,580,855 11.9 3,993 6,820 0.1

 ２ 無形固定資産

  (1)連結調整勘定 126,370 ― 111,573

  (2)のれん ― 352,781 ―

  (3)その他 103,653 230,023 1.8 3,534 356,315 2.7 2,248 113,821 1.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 677,279 211,641 720,949

  (2) 長期貸付金 621,444 406,967 193,030

  (3) 長期化営業債権 347,059 133,059 133,059

  (4) その他 150,679 211,629 151,761

    貸倒引当金 △830,752 965,709 7.8 △306,706 656,591 5.0 △306,434 892,366 7.6

  固定資産合計 1,199,655 9.6 2,593,762 19.6 1,013,008 8.7

  資産合計 12,455,019 100.0 13,236,792 100.0 11,676,509 100.0 



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 123,778 142,226 78,190

 ２ 短期借入金 402,000 136,960 ―

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

6,672 23,336 6,656

 ４ 未払金 ― 1,347,486 258,433

 ５ 未払法人税等 11,123 25,877 21,864

 ６ 繰延税金負債 1,854,304 ― 155,933

 ７ 訴訟損失引当金 22,800 30,000 22,800

 ８ その他 133,132 217,691 198,327

  流動負債合計 2,553,810 20.5 1,923,579 14.5 742,205 6.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 3,320 228,602 ―

 ２ 退職給付引当金 6,568 202,345 9,866

 ３ 役員退職引当金 19,910 24,240 21,860

 ４ 繰延税金負債 54,810 ― 699

 ５ その他 11,284 396,144 3,396

  固定負債合計 95,893 0.8 851,331 6.5 35,822 0.3

  負債合計 2,649,703 21.3 2,774,910 21.0 778,028 6.6

（少数株主持分）

  少数株主持分 24,930 0.2 ― ― 55,266 0.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,694,586 13.6 ― ― 3,371,405 28.9

Ⅱ 資本剰余金 5,030,185 40.4 ― ― 6,695,409 57.3

Ⅲ 利益剰余金 304,725 2.5 ― ― 571,146 4.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

2,782,737 22.3 ― ― 228,412 2.0

Ⅴ 為替換算調整勘定 4,557 0.0 ― ― 13,247 0.1

Ⅵ 自己株式 △36,405 △0.3 ― ― △36,405 △0.3

  資本合計 9,780,386 78.5 ― ― 10,843,215 92.9

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

12,455,019 100.0 ― ― 11,676,509 100.0



前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,239,467 32.0 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 7,556,656 57.1 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― △1,401,430 △10.6 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △36,405 △0.3 ― ―

   株主資本合計 ― ― 10,358,287 78.2 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― △277,347 △2.1 ― ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― 12,956 0.1 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― △264,390 △2.0 ― ―

Ⅲ 新株予約権 ― ― 42,570 0.3 ― ―

Ⅳ 少数株主持分 ― ― 325,415 2.5 ― ―

   純資産合計 ― ― 10,461,881 79.0 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 13,236,792 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,012,494 100.0 2,139,208 100.0 4,018,966 100.0 

Ⅱ 売上原価 366,745 36.2 1,204,518 56.3 1,833,586 45.6

  売上総利益 645,749 63.8 934,689 43.7 2,185,380 54.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 310,362 30.7 1,039,066 48.6 998,842 24.9

  営業利益又は営業 
  損失（△）

335,386 33.1 △104,376 △4.9 1,186,538 29.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 18,459 81,632 74,639

 ２ 持分法による 
   投資利益

25,196 ― 3,134

 ３ 為替差益 ― 24,849 ―

 ４ その他 3,204 46,860 4.6 31,733 138,215 6.5 13,647 91,421 2.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 5,503 570 16,055

 ２ 新株発行費償却 28,142 ― 37,907

 ３ 株式交付費 ― 5,466 ―

 ４ 保険解約損 57,552 ― 57,552

 ５ 持分法による 
   投資損失

― 156,298 ―

 ６ その他 7 91,206 9.0 25,418 187,753 8.8 20,613 132,129 3.3

  経常利益又は経常 
  損失（△）

291,041 28.7 △153,915 △7.2 1,145,829 28.5

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ― 4,463 138,468

 ２ 関係会社株式売却益 216 33,117 ―

 ３ 貸倒引当金戻入益 35,691 ― 469,528

 ４ 債務免除益等 21,846 ― 25,347

 ５ 訴訟損失引当金 
   戻入益

37,200 ― ―

 ６ 配当金除斥益 14,345 ― ―

 ７ その他 ― 109,300 10.8 4,385 41,966 2.0 51,545 684,890 17.0



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 154 5 154

 ２ 営業用投資 
   有価証券評価損

― 1,860,840 700,000

 ３ 関係会社株式売却損 ― ― 8,863

 ４ 投資有価証券売却損  44,200 ― ―

 ５ 投資有価証券評価損 58,513 ― 58,513

 ６ 債権譲渡損 ― ― 509,013

 ７ 訴訟損失引当金 
   繰入額

― 7,200 ―

 ８ その他 11,435 114,303 11.3 4,312 1,872,358 87.5 17,073 1,293,617 32.2

  税金等調整前中間 
  （当期）純利益又 
  は税金等調整前 
  中間純損失（△）

286,037 28.2 △1,984,307 △92.7 537,102 13.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

605 605 0.0 14,777 14,777 0.7 1,650 1,650 0.0

   少数株主損失 20,144 2.0 21,116 1.0 36,546 0.9

  中間（当期）純利益 
  又は中間純損失（△）

305,576 30.2 △1,977,968 △92.4 571,997 14.2



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結剰余金計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,057,033 5,057,033

Ⅱ 資本剰余金増加高

  新株予約権の行使による 
  新株発行

694,586 694,586 2,359,809 2,359,809

Ⅲ 資本剰余金減少高

  資本準備金取崩額 721,433 721,433 721,433 721,433

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末)残高 5,030,185 6,695,409

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △722,284 △722,284

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間（当期）純利益 305,576 571,997

２ 資本準備金取崩による欠損 
てん補

721,433 1,027,010 721,433 1,293,431

Ⅲ 利益剰余金中間期末(期末)残高 304,725 571,146



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 3,371,405 6,695,409 571,146 △36,405 10,601,555

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 868,062 861,246 ― ― 1,729,308

 中間純損失 ― ― △1,977,968 ― △1,977,968

 連結除外による 
 利益剰余金増加額  ― ― 5,391 ― 5,391

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額 
合計(千円) 868,062 861,246 △1,972,577 ― △243,268

平成18年９月30日残高(千円) 4,239,467 7,556,656 △1,401,430 △36,405 10,358,287

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 228,412 13,247 241,659 13,530 55,266 10,912,011

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 ― ― ― ― ― 1,729,308

 中間純損失 ― ― ― ― ― △1,977,968

 連結除外による 
 利益剰余金増加額

― ― ― ― ― 5,391

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△505,759 △290 △506,050 29,040 270,148 △206,861

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△505,759 △290 △506,050 29,040 270,148 △450,129

平成18年９月30日残高(千円) △277,347 12,956 △264,390 42,570 325,415 10,461,881



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー：

   税金等調整前中間（当期）純利益 
   叉は税金等調整前中間純損失(△)

286,037 △1,984,307 537,102

   減価償却費 16,803 31,800 20,427

   連結調整勘定償却額 120 ― 2,965

   のれん償却額 ― 10,438 ―

   持分法による投資損失（△利益） △25,196 156,298 △3,134

   退職給付引当金の増加額 969 6,815 4,266

   役員退職引当金の増加額 292 2,380 2,242

   貸倒引当金の増加額（△減少額） △35,691 200 △469,528

   賞与引当金の増加額 1,993 ― ―

   訴訟損失引当金の増加額 
  （△減少額）

△37,200 7,200 △37,200

   株式報酬費用 ― 32,490 ―

   受取利息及び受取配当金 △18,459 △83,330 △74,639

   支払利息 5,503 570 16,055

   債務免除益等 ― ― △25,347

   関係会社株式売却益 △216 △33,117 ―

   投資有価証券売却損（△売却益） 44,200 △4,463 △129,605

   投資有価証券評価損 58,513 ― 58,513

   繰延資産償却額 27,792 5,466 37,557

   債権譲渡損 ― ― 509,013

   固定資産除却損 154 5 154

   売上債権の減少額 1,000,973 54,850 863,622

   たな卸資産の減少額(△増加額) △362 △412,811 29,779

   商品有価証券の増加額 ― △636,841 ―

   営業用投資有価証券の増加額 △3,461,795 △311,559 △1,730,901

   仕入債務の増加額(△減少額) 22,851 14,455 △27,431

   前渡金の減少額（△増加額） 384,791 317,981 △201,862

   その他流動資産の減少額 121,803 550,465 78,867

   未収消費税等の減少額 37,559 3,131 31,430

   その他流動負債の増加額 
  （△減少額）

△32,436 450,450 556,825

   長期化営業債権の減少額 100,000 ― 147,798

   その他固定資産の減少額 
   (△増加額)

13,656 △47,288 12,381

   その他固定負債の増加額   
   (△減少額)

△2,258 54,700 △10,146

   その他 ― △2 △982

    小計 △1,489,599 △1,814,021 198,225

   利息及び配当金の受取額 12,552 44,686 66,655

   利息の支払額 △4,396 △570 △13,973

   法人税等の支払額 △2,099 △1,544 △1,941

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

△1,483,542 △1,771,449 248,966



 
  

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー：

   投資有価証券の取得による支出 △83,203 ― △120,683

   投資有価証券の売却による収入 200,914 47,700 482,764

   子会社株式の取得による 
   純収入（△純支出）

△224,360 105,955 △223,122

   子会社株式の売却による収入 4,748 24,887 67,851

   関連会社株式の取得による支出 ― ― △260,790

   有形固定資産の取得による支出 ― △102,231 △3,429

   無形固定資産の売却による収入 ― ― 98,673

   貸付による支出 △1,162,957 △3,603,509 △8,019,964

   貸付金の回収による収入 1,501,441 2,496,526 5,149,134

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

236,583 △1,030,670 △2,829,565

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー：

   短期借入金の純増加額 402,000 2,416 ―

   長期借入による収入 ― 223,194 ―

   長期借入金の返済による支出 △5,576 △13,344 △8,912

   株式等の発行による収入 1,200,850 1,720,392 4,546,657

   自己株式の取得による支出 △29,519 ― △29,519

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

1,567,754 1,932,658 4,508,225

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

5,151 591 2,943

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (△減少額）

325,946 △868,869 1,930,569

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 392,008 2,322,578 392,008

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 717,955 1,453,709 2,322,578



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社数 

  ……合計３社

(1) 連結子会社数 

  ……合計５社

(1) 連結子会社数 

  ……合計４社

  （国内２社）   （国内４社）   （国内２社）

  （海外１社）   （海外１社）   （海外２社）

  主要な連結子会社名  主要な連結子会社名   主要な連結子会社名

  （国内子会社）   （国内子会社）   （国内子会社）

 バサラ・ピクチャーズ㈱  バサラ・ピクチャーズ㈱  バサラ・ピクチャーズ㈱

 オメガ・プロジェクト㈱  オメガ・プロジェクト㈱

 ㈱サボテンパークアン 

 ドリゾート

 中伊豆高原開発㈱

 オメガ・プロジェクト㈱

 （海外子会社）  （海外子会社）  （海外子会社）

 オメガピクチャーズ株式   オメガプロジェクト㈱  オメガプロジェクト㈱

 会社（韓国）  （韓国）  （韓国）

（旧 オメガピクチャーズ 

 ㈱）

 ＡＳＩＡ ＭＯＶＩＥ  

 ＷＥＥＫ ＰＴＥ.ＬＴＤ.

（シンガポール）

異動状況 異動状況 異動状況

（新規）株式の取得による 

    増加 １社

（新規）株式追加取得によ 

    る増加 ２社

（新規）株式の取得及び新 

  規設立による増加 ２社

オメガ・プロジェクト㈱  ㈱サボテンパークアンド 

 リゾート（持分法適用 

 関連会社からの異動）

 中伊豆高原開発㈱

 オメガ・プロジェクト㈱

 ＡＳＩＡ ＭＯＶＩＥ  

 ＷＥＥＫ ＰＴＥ.ＬＴＤ.

（除外）株式の売却による （除外）株式の売却による （除外）株式の売却による

    減少 １社 

  Ｏ＆Ｚプロジェクト㈱

    減少 １社

 ＡＳＩＡ ＭＯＶＩＥ  

 ＷＥＥＫ ＰＴＥ.ＬＴＤ.

    減少 １社
 Ｏ＆Ｚプロジェクト㈱

(2) 非連結子会社数…０社 (2) 非連結子会社数…０社 (2) 非連結子会社……０社

２ 持分法の適用に関

する事項

(1)持分法適用関連会社数 

……１社

㈱サボテンパークアンドリ
ゾート

(1)持分法適用関連会社数 

……２社

エムスリイエンタテインメ
ント㈱
永兆精密電子股份有限公司

(1)持分法適用関連会社数 

……３社 

㈱サボテンパークアンドリ

ゾート

エムスリイエンタテインメ

ント㈱

永兆精密電子股份有限公司

異動状況 異動状況 異動状況

該当なし （除外）株式追加取得 

    による連結子 

    会社への異動 

    １社

（新規）株式の取得による 

    増加 ２社

(2)持分法非適用非連結子

会社及び関連会社数…０社

(2)持分法非適用非連結子

会社及び関連会社数…０社

(2)持分法非適用非連結子

会社及び関連会社数…０社



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――― (3)持分法適用関連会社の

うち、永兆精密電子股份有

限公司の中間決算日は６月

30日であり、中間連結決算

日との差は３ヶ月以内であ

るため、当該持分法適用関

連会社の中間会計期間に係

る財務諸表を基礎として持

分法を適用しております。

(3)持分法適用関連会社の

うち、永兆精密電子股份有

限公司の決算日は12月31日

であり、連結決算日との差

は３ヶ月以内であるため、

当該持分法適用関連会社の

事業年度に係る財務諸表を

基礎として持分法を適用し

ております。また、エムス

リイエンタテインメント株

式会社につきましては決算

日が９月30日であります

が、３月末で仮決算を行い

当該財務諸表を使用してお

ります。

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

 連結子会社のうち、オメ

ガピクチャーズ株式会社

（韓国）の中間決算日は６

月30日であり、中間連結決

算日との差は３ヶ月以内で

あるため、当該連結子会社

の中間会計期間に係る財務

諸表を基礎として連結を行

っております。ただし、３

ヶ月の間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っております。

 連結子会社のうち、オメ

ガプロジェクト株式会社

（韓国）の中間決算日は６

月30日であり、中間連結決

算日との差は３ヶ月以内で

あるため、当該連結子会社

の中間会計期間に係る財務

諸表を基礎として連結を行

っております。ただし、３

ヶ月の間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っております。

 また、中伊豆高原開発株

式会社の中間決算日は６月

30日でありますが、９月末

で仮決算を行い当該財務諸

表を使用しております。

 連結子会社のうち、オメ

ガプロジェクト株式会社

（韓国）（旧 オメガピク

チャーズ株式会社）の決算

日は12月31日であり、連結

決算日との差は３ヶ月以内

であるため、当該連結子会

社の事業年度に係る財務諸

表を基礎として連結を行っ

ております。ただし、連結

決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上

必要な調整を行っておりま

す。



  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

イ 有価証券

   ――――――

  

  

 

  その他有価証券

  時価のあるもの

   中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)

イ 有価証券

  売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は主と

して移動平均法により算

定）

  その他有価証券

  時価のあるもの

     中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定)

イ 有価証券

   ――――――

  

  

 

  その他有価証券

  時価のあるもの

   連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

ロ デリバティブ 

  時価法

ロ デリバティブ

同左

ロ デリバティブ

同左

ハ たな卸資産

商品、仕掛品及び映像配給

権

当社は個別法による原価

法を採用しております。

ただし、映像配給権につ

いては営業の用に供した時

点より償却月数12ヶ月以内

の級数法により償却してお

ります。

ハ たな卸資産

商品、仕掛品及び映像配給

権、ＴＶ放映権

当社は個別法による原価

法を採用しております。

ただし、映像配給権につ

いては営業の用に供した時

点より償却月数12ヶ月以内

の級数法により償却してお

ります。

またＴＶ放映権について

は権利の存続する期間に応

じて、定額法で償却してお

ります。

ハ たな卸資産 

仕掛品及び映像配給権等 

個別法による原価法 

 ただし、映像配給権につ

いては営業の用に供した時

点より償却月数12ヶ月以内

の級数法に基づき償却して

おります。



項目

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

イ 有形固定資産 定率法

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物附属設備 ８年～15年

工具器具備品 ２年～20年

  

  

  

 

ロ 無形固定資産 定額法 

自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利

用可能期間(３年から５年)

に基づく定額法によってお

ります。

   ――――――

イ 有形固定資産 定率法

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。また、

一部の子会社につきまして

は定額法を採用しておりま

す。

建物     ７年～50年

建物附属設備 ３年～18年

構築物    ２年～50年

機械     ２年～８年

車両運搬具  ２年～６年

工具器具備品 ２年～20年

船舶       ５年

ロ 無形固定資産

同左 

  

  

  

  

 

ハ 長期前払費用 定額法

イ 有形固定資産 定率法

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物附属設備 ８年～15年

工具器具備品 ２年～20年

車両運搬具  ２年～４年

  

  

  

 

ロ 無形固定資産

同左 

  

  

  

  

 

   ――――――

 (3) 外貨建資産及び

負債の本邦通貨

への換算基準

 外貨建資産及び負債につ

いては、主として中間連結

決算日の為替相場による円

換算を付しております。

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債

は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定

及び少数株主持分に含めて

おります。

外貨建資産及び負債につい

ては、主として連結決算日

の為替相場による円換算額

を付しております。



 

項目

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日)

 (4) 重要な引当金の

計上基準

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

イ 貸倒引当金 

     同左

イ 貸倒引当金 

     同左

ロ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる金額を計上してお

ります。

ロ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見

込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生し

ていると認められる金額を

計上しております。

ロ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見

込額に基づき計上しており

ます。

ハ 役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の将来

の支給に備えて、内規に基

づく中間連結会計期間末要

支給額を計上しておりま

す。

ハ 役員退職引当金 

     同左

ハ 役員退職引当金 

 役員退職慰労金の将来の

支給に備えて、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。

ニ 訴訟損失引当金 

 訴訟に対する損失に備え

るため、損失見込額を計上

しております。

ニ 訴訟損失引当金 

     同左

ニ 訴訟損失引当金 

     同左

（5）収益及び費用の

計上基準

 営業用投資有価証券売上

高には、投資育成目的の営

業用投資有価証券の売上

高、受取配当金及び受取利

息を計上し、同売上原価に

は売却有価証券簿価、支払

手数料、評価損等を計上し

ております。  

 非上場株式の営業用投資

有価証券を売却した場合に

は、「営業用投資有価証券

売上高」として、投資育成

目的の同有価証券の売上

高、受取配当金及び受取利

息を計上し、「営業用投資

有価証券売上原価」とし

て、売却有価証券簿価、支

払手数料、評価損等を計上

しております。 

上場株式の営業用投資有価

証券を売却した場合には、

「営業用投資有価証券運用

益」として、売却損益の純

額を計上しております。

     同左 

 



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（6）重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。

同左 同左

（7) 重要なヘッジ会

計の方法

イ ヘッジ会計の方法

 時価評価されているヘッ
ジ手段に係る損益または評
価差額を、ヘッジ対象に係
る損益が認識されるまで資
産または負債として繰り延
べる方法によっておりま
す。
ロ ヘッジ手段とヘッジ 
 対象
 ヘッジ手段 金利スワッ
プ取引
 ヘッジ対象 借入金
ハ ヘッジ方針
 金利変動によるリスクを
回避するために必要な場合
にのみデリバティブ取引を
行っております。
ニ ヘッジ有効性評価の 
 方法
 ヘッジ開始時から有効性
判定時点までの期間におい
て、ヘッジ対象とヘッジ手
段の相場変動の累計を比較
し、両者の変動額等を基礎
にして判断しております。

同左 同左

（8）その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

イ 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。

ロ 営業用投資有価証券の

会計処理

 Ｍ＆Ａ事業の営業取引と
して営業投資目的で取得し
た有価証券については、
「営業用投資有価証券」と
して「流動資産」に計上し
ており、かつ、その損益
は、営業損益として表示す
ることとしております。 
 なお、当該投資により、
一時的に営業投資先の意思
決定機関を支配している要
件、及び営業投資先に重要
な影響を与えている要件を
満たすこともありますが、
その所有目的は営業投資で
あり、傘下に入れる目的で
行われていないことから、
当該営業投資先は子会社及
び関連会社に該当しないも
のとし、連結の範囲に含め
ておらず、また、持分法も
適用しておりません。

イ 消費税等の会計処理

同左

ロ 営業用投資有価証券の 

   会計処理

同左

イ 消費税等の会計処理

同左

ロ 営業用投資有価証券の 

   会計処理

同左



 
  

項目

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日)

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。



会計処理の変更 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は10,093,896千円で

あります。  

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

 

（ストック・オプション等に関する

会計基準等）

当中間連結会計期間から「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月27日企業会計基準第８号）及

び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 最終改正平成18年５月

31日 企業会計基準適用指針第11

号）を適用しております。

これにより、営業損失、経常損失及

び税金等調整前中間純損失が32,490

千円増加しております。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。  

 なお、これによる損益に与える影

響はありません。



表示方法の変更 

  

 
  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

       ――――――――――― （中間連結貸借対照表）
 前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「未払金」（前中間連結会計

期間60,441千円）については、資産総額の100分の５超

となったため、当中間連結会計期間より区分掲記してお

ります。

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「のれ

ん」と表示しています。

（中間連結損益計算書）
 実務対応報告第19号「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」の適用に伴い、前中間連結会計年度におい

て「新株発行費償却」として掲記されていたものは、当

中間連結会計年度より「株式交付費」として表示してお

ります。

（中間連結キャッシュフロー計算書）
 前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」と表示しています。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、6,246千円であります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、683,827 千円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、7,160千円であります。

 ２ 偶発債務

  保証債務

  (1) 下記の連結会社以外の会社

の金融機関からの借り入れに

対し、債務保証を行っており

ます。

スイート・ 
ベイジル㈱

160,200千円

 ２ 偶発債務

  保証債務

  (1) 下記の連結会社以外の会社

の金融機関からの借り入れに

対し、債務保証を行っており

ます。

スイート・
ベイジル㈱

194,670千円

 ２ 偶発債務

  保証債務

  (1) 下記の連結会社以外の会社

の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っておりま

す。

スイート・ 
ベイジル㈱

194,670 千円

 損害賠償請求の訴訟について

詳細は「２ 中間財務諸表等

（２）その他 訴訟」に記載し

ております。

 損害賠償請求の訴訟について

詳細は「２ 中間財務諸表等

（２）その他 訴訟」に記載し

ております。

 損害賠償請求の訴訟について

詳細は「２ 財務諸表等（２）

その他 訴訟」に記載しており

ます。

※３ 投資有価証券の消費貸借契約

   「営業用投資有価証券」には

消費貸借契約により貸し付けて

いる有価証券2,290,200千円が

含まれております。

※３   ―――――――

 

   

※３ 投資有価証券の消費貸借契約

   「営業用投資有価証券」には

消費貸借契約により貸し付けて

いる有価証券957,000千円が含

まれております。



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通

りであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通

りであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通

りであります。

 

支払手数料 62,980千円

給与手当 61,206千円

租税公課 51,930千円

賃借料 28,718千円

減価償却費 16,803千円

退職給付費用 1,053千円

役員退職 
引当金繰入額

292千円

給与手当 266,065千円

租税公課 105,501 千円

支払手数料 100,787千円

賞与引当金繰
入額

43,785千円

退職給付費用 7,897千円

役員退職引当
金繰入額

7,061千円

 

支払手数料 546,656 千円

給与手当 129,977千円

役員退職引当
金繰入額

2,242千円

退職給付費用 3,036千円

※２ 固定資産除却損の内訳は、備

品154千円であります。

※２ 固定資産除却損の内訳は、備

品5千円であります。 

※２ 固定資産除却損の内訳は、備

品 154千円であります。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

コミットメントライン条項付新株予約権の権利行使による増加 8,145千株 

第２回ストック・オプションの権利行使による増加         4千株 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

第三者割当により発行した新株予約権の増加は、行使価額の修正条項に伴い生じたものであります。 

第三者割当により発行した新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 
    

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 68,956 8,149 ― 77,105

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 159 ― ― 159

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社

第三者割当により発
行した新株予約権

普通株式 29,285 10,359 8,145 31,500 10,080

ストック・ 
オプション

― 32,490

連結子会社 ― ― ―

合計 ― 42,570



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成17年９月30日現在) (平成18年９月30日現在) (平成18年３月31日現在)

 

現金及び 
預金勘定

717,955千円

現金及び 
現金同等物

717,955千円

  

現金及び 
預金勘定

1,453,709千円

現金及び 
現金同等物

1,453,709千円

  

現金及び
預金勘定

2,322,578千円

現金及び
現金同等物

2,322,578千円



(リース取引関係) 

  
  

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 

相当額 

(千円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円)

中間期末 

残高 

相当額 

(千円)

建物附属 

設備
40,523 22,288 18,235

合計 40,523 22,288 18,235

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 

相当額 

(千円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円)

中間期末 

残高 

相当額 

(千円)

建物附属

設備
40,523 30,392 10,130

工具・器

具・備品
24,450 9,465 14,984

車両運搬

具
7,200 480 6,720

合計 72,173 40,338 31,835

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額 

相当額 

(千円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円)

期末残高 

相当額 

(千円)

建物附属

設備
40,523 26,340 14,183

合計 40,523 26,340 14,183

（注）上記の金額には、支払利息 

  は含まれておりません。

 (注) 上記の金額には、支払利息 

   は含まれておりません。

 (注) 上記の金額には、支払利息 

   は含まれておりません。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

 

１年内 8,578 千円

１年超 11,808 千円

合計 20,386 千円

 (注) 上記の金額には、支払利息 

   は含まれておりません。

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 支払リース料 4,998 千円

 減価償却費 
 相当額 

4,052 千円

 支払利息 
 相当額

976 千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、 

 残存価額を零とする定額法に 

 よっております。

 

 

 １年内 14,824 千円

 １年超 19,314 千円

 合計 34,139 千円

 (注) 上記の金額には、支払利息 

   は含まれておりません。

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 支払リース料 8,003 千円

 減価償却費
 相当額 

6,549 千円

 支払利息 
 相当額

1,217 千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

       同左

 

 

１年内 8,953 千円

１年超 7,235 千円

合計 16,189 千円

 (注) 上記の金額には、支払利息 

   は含まれておりません。

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 9,996 千円

減価償却費
 相当額 

8,104 千円

支払利息
 相当額

1,776 千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

       同左

(5) 利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の 

 取得価額相当額との差額を利  

 息相当額とし、各期への配分 

 方法については、利息法によ  

 っております。

(5) 利息相当額の算定方法

        同左

(5) 利息相当額の算定方法

      同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券 

  

 
  

取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

株式 1,915,798 6,607,650 4,691,852

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

（１）その他有価証券

 非上場株式 1,578,580

 投資事業組合等の出資金 1,400,000

合計 2,978,580

（２）関連会社株式及び関連会社社債

 関連会社株式 31,019

 関連会社社債 300,000

合計 331,019



当中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券 

  

 
  

取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

株式 1,306,102 1,030,639 △275,463

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

（１）その他有価証券

 非上場株式 2,062,095

 投資事業組合等の出資金 200,000

合計 2,262,095

（２）関連会社株式

 関連会社株式 63,640

合計 63,640



前連結会計年度末(平成18年３月31日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券 

  

 

取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 2,020,823 2,405,766 384,943

連結貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

非上場株式 450,483

投資事業組合等の出資金 800,000

非上場社債 300,000



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日現在) 

 当社グループはヘッジ会計が適用されているものを除き、デリバティブ取引を行っておりません

ので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

 当社グループはヘッジ会計が適用されているものを除き、デリバティブ取引を行っておりません

ので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日現在) 

 当社グループはヘッジ会計が適用されているものを除き、デリバティブ取引を行っておりません

ので、該当事項はありません。 

   



(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）  

１ 当中間連結会計期間における費用計上額及び科目 

  販売費及び一般管理費の株式報酬費用  32,490千円 

  

２ ストック・オプションの内容 

 
  

  

第３回ストック・オプション

決議年月日 平成18年９月４日

付与対象者の区分及び人数      

当社取締役  ３名
当社監査役  ３名 
当社従業員  28名

株式の種類 
及び付与数 
(注）１，２

普通株式 1,900,000株

付与日 平成18年９月４日

権利確定条件
付与日以降、権利確定日ま
で勤務していること

対象勤務期間
自 平成18年９月４日
至 平成18年９月18日

権利行使期間
平成18年９月19日から
平成23年７月６日まで

権利行使価格 140円

付与日における公正な評価単価 19円



(セグメント情報) 

事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

 
(注) 事業区分は事業内容を勘案して、下記の通り区分しております。 

映像・音盤関連事業 

 映画の劇場放映権、ＣＤ・ＤＶＤ化権など映像ソフトの権利売買、ビデオ販売、ビデオレンタル及び映像の

制作請負等。 

投資事業 

 コンテンツファンド・事業会社への投資等。 

その他の事業 

不動産賃貸等。 

 従来、「不動産事業」を独立セグメントとして区分掲記しておりましたが、売上高及び営業損益等に及ぼす

重要性が減少してきたため、当中間連結会計期間から「その他の事業」に含めて表示することにいたしまし

た。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他の事業」に含まれている「不動産事業」の売上高は4,984千円、営業費

用は14,590千円、営業損失は9,606千円であります。 

  

映像・ 
音盤関連 
事業 
(千円)

投資事業 
(千円)

その他の
事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

69,560 937,949 4,984 1,012,494 ― 1,012,494

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 69,560 937,949 4,984 1,012,494 ― 1,012,494

営業費用 216,590 430,985 29,531 677,107 ― 677,107

営業利益又は 
営業損失（△）

△147,029 506,963 △24,547 335,386 ― 335,386



当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
(注) 事業区分は事業内容を勘案して、下記の通り区分しております。 

映像・音盤関連事業 

 映画の劇場放映権、ＣＤ・ＤＶＤ化権など映像ソフトの権利売買、ビデオ販売、ビデオレンタル及び映像の

制作請負等。 

投資事業 

 コンテンツファンド・事業会社への投資等。 

レジャー事業 

 テーマパーク及びスポーツレジャー施設の運営の指導・管理。 

※当中間連結会計期間より新たにセグメントに追加されました。 

その他の事業 

不動産賃貸等。 

    

映像・ 
音盤関連 
事業 
(千円)

投資事業 
 (千円） 

レジャー事業
(千円)

その他の
事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

183,945 822,606 1,124,861 7,794 2,139,208 ― 2,139,208

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高

476 165,000 618 ― 166,094 △166,094 ―

計 184,421 987,606 1,125,479 7,794 2,305,302 △166,094 2,139,208

営業費用 443,177 762,872 1,185,799 26,664 2,418,512 △174,928 2,243,584

営業利益又は 
営業損失（△）

△258,756 224,734 △60,319 △18,869 △113,210 8,833 △104,376



前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
(注) 事業区分は事業内容を勘案して、下記の通り区分しております。 

映像・音盤関連事業 

 映画の劇場放映権、ＣＤ・ＤＶＤ化権など映像ソフトの権利売買、ビデオ販売、ビデオレンタル及び映像

の制作請負等。 

投資事業 

 コンテンツファンドへの投資等。 

その他の事業 

 不動産賃貸等。 

 従来、「不動産事業」を独立セグメントとして区分掲記しておりましたが、売上高及び営業損益等に及ぼ

す重要性が減少してきたため、当連結会計年度から「その他の事業」に含めて表示することにいたしまし

た。 

 なお、当連結会計年度の「その他の事業」に含まれている「不動産事業」の売上高は9,568千円、営業費用

は23,394千円、営業損失は13,826千円であります。 

  

映像・ 
音盤関連 
事業 
(千円)

投資事業 
(千円)

その他の
事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

83,797 3,925,601 9,568 4,018,966 ― 4,018,966

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 83,797 3,925,601 9,568 4,018,966 ― 4,018,966

営業費用 392,604 2,351,334 88,489 2,832,428 ― 2,832,428

営業利益又は 
営業損失（△）

△308,807 1,574,266 △78,920 1,186,538 ― 1,186,538



所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18

年４月１日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  



海外売上高 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域は、地理的接近度、所在地域の属性により区分しております。 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

英国 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 403,000 403,000

Ⅱ 連結売上高(千円) ― 1,012,494

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合(％)

39.8 39.8

英国 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 694,983 257,651 2,514 955,149

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 4,018,966

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合(％)

17.3 6.4 0.1 23.8



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  

１ １株当たり純資産額  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
１株当たり純資産額 179.14円

 
１株当たり純資産額 131.18円

 
１株当たり純資産額 157.61円

１株当たり中間純利益 5.72円 １株当たり中間純損失 26.04円 １株当たり当期純利益 10.12円

 

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

9.86円

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 当社は、平成17年４月１日付で普

通株式10株を１株とする株式併合を

行っております。 

 なお、当該株式併合が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。

前中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり １株当たり 

 純資産額  純資産額

81.39円 110.44円

１株当たり中間 １株当たり当期

 純損失金額  純損失金額

20.46円 17.34円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。

 

 

 当社は、平成17年４月１日付で普

通株式10株を１株とする株式併合を

行っております。 

 前期首に当該株式併合が行われた

と仮定した場合における前連結会計

年度に係る（１株当たり情報）の各

数値は以下のとおりであります。

 前連結会計年度

１株当たり純資産額 110.44円

１株当たり当期純損失 17.34円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。

前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日)

前連結会計年度末
（平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資

産の部の合計額（千円）
― 10,461,881 ―

普通株式に係る純資産額

（千円）
― 10,093,896 ―

中間連結貸借対照表の純資

産の部の合計と１株当たり

純資産額の算定に用いられ

た普通株式の算定に係る中

間連結会計期間末の純資産

額との差額（千円）

― 367,985 ―

差額の主な内訳（千円）

  新株予約権 ― 42,570 ―

  少数株主持分 ― 325,415 ―

普通株式の発行済株式数
（株）

― 77,105,272 ―

普通株式の自己株式数

（株）
― 159,983 ―

１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式の株

式数（株）

― 76,945,289 ―



２ １株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益又は
１株当たり中間純損失

 中間（当期）純利益（千円） 305,576 ― 571,997

 中間純損失(千円) ― 1,977,968 ―

 普通株主に帰属しない金額 
 (千円)

― ― ―

 普通株式に係る中間（当期）純利益 
 (千円)

305,576 ― 571,997

 普通株式に係る中間純損失(千円) ― 1,977,968 ―

 普通株式の期中平均株式数(株) 53,408,822 75,972,406 56,531,858

 潜在株式調整後１株当たり中間 
 （当期）純利益金額
  中間（当期）純利益調整額 
  （千円）

― ― ―

  普通株式増加数（株） ― ― 1,505,585

  （うち新株予約権（株）） ― ― （1,505,585）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間(当期)純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要

①新株予約権16,000個

（平成17年３月２日取

締役会決議）。

②新株予約権9,000個

（平成17年８月17日取

締役会決議）。

 なお、上記①．②の

新株予約権の概要は、

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況

（２） 新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。

①平成13年改正旧商法

第280条ノ20及び第280

条ノ21の規定に基づき

発行した新株予約権

（ストック・オプショ

ン）。

平成17年２月25日臨時

株主総会決議、平成17

年３月２日取締役会決

議11,700個、平成17年

８月17日取締役会決議

6,780個。

②第三者割当により発

行した新株予約権

平成17年12月２日取締

役会決議1,008個。

③会社法第236条、第

238条及び第239条の規

定に基づき発行した新

株予約権（ストック・

オプション）。

平成18年６月27日定時

株主総会決議、平成18

年９月４日取締役会決

議19,000個。

 なお、上記①．②．

③の新株予約権の概要

は、「第４ 提出会社

の状況、１ 株式等の

状況（２） 新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。

①平成13年改正旧商法

第280条ノ20及び第280

条ノ21の規定に基づき

発行した新株予約権

（ストック・オプショ

ン）。

平成17年２月25日臨時

株主総会決議、平成17

年３月２日取締役会決

議13,000個。

 なお、上記①の新株

予約権の概要は、「第

４ 提出会社の状況、

１  株 式 等 の 状 況

（２） 新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１.持分法適用関連会社の異動（取
得）の件 
 平成17年10月４日開催の取締役会
において、平成17年10月４日付にて
エムスリイエンタテインメント㈱の
株式を取得し、持分法適用関連会社
とすることを決議いたしました。 
異動となる会社の概要 
（１）商号 エムスリイエンタテイ
ンメント株式会社 
（２）設立年月日  
     平成９年９月11日  
（３）本店所在地  
東京都中央区日本橋浜町２-30-１  
（４）代表者名  
   代表取締役社長 平田道弘  
（５）資本金  20百万円  
（６）事業内容 ビデオ制作販売、  
   モバイルネット事業等  
（７）決算期  ９月30日  
（８）株主  
 平田道弘（所有割合57.35％）   
 三谷愼治（所有割合14.34％） 
 オメガプロジェクト・ 
 ホールディングス株式会社  
     （所有割合20.93％）  
（９）従業員数  11名
２．子会社の異動（取得の件）  
 当社は、平成17年10月28日付の取
締役会において、ＡＳＩＡ ＭＯＶ
ＩＥ ＷＥＥＫ ＰＴＥ．ＬＴＤ．
の第三者割当を引受けることを決議
し、平成17年10月28日付で子会社と
しました。  
子会社となる会社の概要 
（１）商号  
  ＡＳＩＡ ＭＯＶＩＥ ＷＥ  
  ＥＫ ＰＴＥ．ＬＴＤ．  
（２）設立年月日 
        平成17年７月13日 
（３）本店所在地  
541  Orchard  Road  #12-04  Liat 
Towers Singapore 238881  
（４）代表者名 代表取締役  
      Lukas Schwarzacher  
（５）資本金  S$415,010  
（６）事業内容 アジア映画情報雑
誌の発行、E-Magazineの配信  
（７）決算期 ３月31日  
（８）株主  
  Asia Maude Ireton（10％）  
  Lukas Schwarzacher（10％）  
  オメガプロジェクト・ホールデ 
  ィングス株式会社（80％）  
（９）従業員数   ２名 
  
  
  
  
  
  
  
 

１.持分法適用関連会社の異動の件
 持分法適用関連会社の永兆精密電
子股份有限公司が、平成18年10月30
日開催の同社取締役会において、第
三者割当増資の実施を決議しまし
た。これにより、同社は当社の持分
法適用関連会社に該当しなくなりま
す。  
(1)商号 永兆精密電子股份有限公
司  
(2)設立年月日 1978年11月30日  
(3)代表者 董時長 呉宋仁  
(4)資本金 3,25,300千NTD  
(5)事業内容   
 PC周辺機器及び通信機器用のプリ
ント基板等の開発・製造・販売  
(6)株主 オメガプロジェクト・
ホールディングス㈱ （28.47％）  
  ユニオンホールディングス㈱
（12.62％）  
(7)従業員数 450名  
(8)最近事業年度における業績の動
向  
 2005年12月期の売上高は1,335千
NTD、経常損失は160千NTD、当期純
損失は159千NTDとなっております。 
 
２．株式会社ＴＴＧ株式のジャスダ
ック証券取引所上場廃止決定に伴
う、当社への影響について  
 当社が平成17年９月２日払込みの
第三者割当増資による新株式発行を
引受ました株式会社ＴＴＧは、平成
18年11月13日付にて、平成14年３月
期から平成18年３月期までの過年度
決算内容訂正の可能性があること及
び、ジャスダック証券取引所におけ
る上場資格に重大な影響を及ぼす惧
れがあるとし、監理ポストに割当て
られました。その後、株券上場廃止
基準第２条第１項第10号aにより、
平成18年12月７日付で、整理ポスト
に割当てられ、平成19年１月７日付
で上場廃止となることが決定いたし
ました。この株式会社ＴＴＧの監理
ポスト割当に伴う株式評価見直しに
つきましては、平成19年３月期中間
決算におきまして、営業用投資有価
証券評価損として計上しておりま
す。  
  
３．自己株式の取得に関するお知ら
せ  
 当社は、平成18年11月15日開催の
当社取締役会において、会社法第
165条第３項の規定により読み替え
て適用される同法第156条の規定に
基づき、自己株式を取得することを
決議いたしました。  
（１）取得する株式の種類 
  当社普通株式  
（２）取得する株式の総数 
  3,000,000株（上限） 
（３）株式の取得価額の総額 
  ３億円（上限）  
（４）自己株式取得の日程 
  平成18年11月20日から平成19年
３月期定時株主総会終了時まで 

１．日本文芸社との和解の件  
 平成14年12月25日、東京地方裁判
所において、訴訟された株式会社日
本文芸社との間の出版契約に関す
る 係争事件については、平成18年
５月17日に和解金なしで決着がつき
ました。  
２．ＫｏｒｅａＴｅｎｄｅｒ   
Ｉｎｃ．の持分法適用関連会社化の
件  
 平成18年６月16日付で、Ｋｏｒｅ
ａＴｅｎｄｅｒ Ｉｎｃ．を持分法
適用関連会社化いたしました。  
(1)商号 ＫｏｒｅａＴｅｎｄｅｒ
 Ｉｎｃ．  
(2)設立年月日 1997年４月３日  
(3)代表者 キム・ホジュン  
(4)資本金 7,682,228,000ウォン  
(5)事業内容  
 ポータルファイナンスサービス、
エンターテインメントサービス、  
ベンチャー育成事業  
(6)株主  
  キム・ホジュン（14.1％）  
  キム・ナムジュン（2.31％）  
  ヤン・ヘギョン（2.16％）  
(7)従業員数 122名  
(8)最近事業年度における業績の動
向  
 2005年12月期の売上高は5,900百
万ウォンとなっており、経常損失及
び当期純損失はそれぞれ4,463百万
ウォンとなっております。



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３．第三者割当によるコミットメン
トライン条項付新株予約権の発行に
ついて  
 当社は平成17年12月２日開催の取
締役会において第三者割当によるコ
ミットメントライン条項付新株予約
権の発行に関し下記のとおり決議し
ました。  
（１）新株予約権発行要領  
①発行する新株予約権の総数  
            2,000個  
②発行価額  １個につき10,000円  
③発行価額の総額 20,000,000円  
④目的たる株式の種類及び数 
 本新株予約権の目的である株式の
種類は当社普通株式として、その行
使により当社が当社普通株式を新た
に発行しまたはこれに代えて当社の
保有する当社普通株式を移転（以下
当社普通株式の発行または移転を
「発行・移転」という。）する数
は、行使請求に係る本新株予約権の
数に5,000,000円を乗じ、これを行
使価額（以下に定義。）で除した数
とし、１株未満の端数は切り捨て
る。各本新株予約権の目的である株
式の数（以下「割当株式数」とい
う。）は、当該株式数を行使請求に
係る本新株予約権の数で除した数と
する。 
⑤行使価額の修正  
平成17年12月20日以降、本新株予約
権の各行使請求の効力発生日（以下
「修正日」という。）の前日まで
（当日を含む。）の３連続取引日
（但し終値のない日は除く。）の株
式会社ジャスダック証券取引所にお
ける当社普通株式の普通取引の終値
の平均値の90％に相当する金額の１
円未満の端数を切り上げた金額（以
下「修正日価額」という。）が、当
該修正日の直前に有効な行使価額を
１円以上下回る場合又は上回る場合
は、行使価額は当該修正日以降、当
該修正日価額に修正される。但し、
行使価額は160円を下回らず、1,120
円を上回らないものとする。  
⑥行使の際の払込金額の総額  
       10,000,000,000円  
⑦行使により発行する株式の発行価 
額    １個につき5,000,000円  
⑧行使により発行する株式の発行価 
額の総額    10,020,000,000円  
⑨申込期日  平成17年12月19日  
⑩払込期日  平成17年12月19日  
⑪行使請求期間  
   平成17年12月20日～ 
   平成19年12月19日  
⑫割当先及び個数  
株式会社USSキャピタル 2,000個  
（注）行使の際の払込金額の総額、
行使により発行する株式の発行価
額、行使により発行する株式の発行
価額の総額は、当初の行使価額（１
株当たり320円）に基づいて算出し
たものであります。 

４．コミットメントライン条項付新
株予約権買入消却に関するお知らせ 
 当社は、平成18年11月15日開催の
取締役会において、株式会社ＵＳＳ
キャピタルに割当てましたコミット
メントライン条項付の第４回新株予
約権（平成18年11月15日現在残存個
数1,008個）を、本新株予約権の１
個当たり発行価額10,000円を支払う
ことにより、買入消却することを決
議いたしました。



(2) 【その他】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の重要な訴訟については当社に係るもののみであり、その詳細

は、「２ 中間財務諸表等 (2) その他 訴訟」に記載しております。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 654,791 1,272,230 2,257,927

 ２ 売掛金 117,375 148,128 260,796

 ３ 商品有価証券 ― 636,841 ―

 ４ 営業用投資有価証券 ※４ 9,239,970 3,211,904 3,535,150

 ５ たな卸資産 15,977 363,629 7,497

 ６ 前渡金 340,500 788,041 851,542

 ７ 短期貸付金 354,820 3,356,396 2,476,138

 ８ 未収入金 40,079 145,805 822,613

 ９ その他 ※３ 117,857 286,010 143,342

  貸倒引当金 △35,489 △125,970 △125,970

  流動資産合計 10,845,886 88.0 10,083,017 88.2 10,229,039 88.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 2,712 3,543 2,440

  (2) 工具・器具・備品 537 2,439 463

  (3) 車両運搬具 ― 1,665 2,531

   計 3,249 0.0 7,648 0.1 5,435 0.1

 ２ 無形固定資産 103,355 0.9 1,950 0.0 1,950 0.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 286,971 14,282 56,421

  (2) 関係会社株式 486,660 558,766 742,806

  (3）関係会社社債 321,921 340,500 340,500

  (4) 長期貸付金 621,444 406,967 193,030

  (5) 長期化営業債権 347,059 133,059 133,059

  (6) その他 138,661 186,575 138,361

    貸倒引当金 △830,752 △295,553 △295,353

   計 1,371,966 11.1 1,344,598 11.7 1,308,826 11.3

  固定資産合計 1,478,571 12.0 1,354,197 11.8 1,316,211 11.4

  資産合計 12,324,457 100.0 11,437,214 100.0 11,545,251 100.0 



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 76,778 68,792 68,531

 ２ 短期借入金 402,000 ― ―

 ３ 未払金 50,410 928,341 245,755

 ４ 新株予約権 ― ― 13,530

 ５ 未払法人税等 10,799 14,054 21,183

 ６ 繰延税金負債 1,854,304 ― 155,933

 ７ 訴訟損失引当金 22,800 30,000 22,800

 ８ その他 34,165 62,206 60,487

  流動負債合計 2,451,257 19.9 1,103,394 9.7 588,221 5.1

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 5,847 9,303 6,886

 ２ 役員退職引当金 19,910 24,240 21,860

 ３ 繰延税金負債 54,810 ― 699

 ４ その他 7,284 1,964 3,396

  固定負債合計 87,851 0.7 35,507 0.3 32,843 0.3

  負債合計 2,539,109 20.6 1,138,901 10.0 621,064 5.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,694,586 13.8 ― ― 3,371,405 29.2

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,974,442 ― 3,639,666

 ２ その他資本剰余金 3,055,743 ― 3,055,743

  資本剰余金合計 5,030,185 40.8 ― ― 6,695,409 58.0

Ⅲ 利益剰余金

 １ 中間（当期） 
   未処分利益

314,245 ― 665,467

  利益剰余金合計 314,245 2.5 ― ― 665,467 5.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

2,782,737 22.6 ― ― 228,309 2.0

Ⅴ 自己株式 △36,405 △0.3 ― ― △36,405 △0.3

  資本合計 9,785,348 79.4 ― ― 10,924,186 94.6

  負債資本合計 12,324,457 100.0 ― ― 11,545,251 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,239,467 37.0 ―  ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 4,500,912 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 3,055,743 ―

   資本剰余金合計 ― ― 7,556,656 66.1 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △1,228,511 ―

   利益剰余金合計 ― ― △1,228,511 △10.7 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △36,405 △0.3 ― ―

   株主資本合計 ― ― 10,531,206 92.1 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― △275,463 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― △275,463 △2.4 ― ―

Ⅲ 新株予約権 ― ― 42,570 0.3 ― ―

   純資産合計 ― ― 10,298,312 90.0 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 11,437,214 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 999,280 100.0 1,006,448 100.0 3,984,596 100.0 

Ⅱ 売上原価 348,925 34.9 641,359 63.7 1,776,065 44.6

   売上総利益 650,355 65.1 365,089 36.3 2,208,531 55.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 283,262 28.4 311,986 31.0 922,231 23.1

   営業利益 367,092 36.7 53,102 5.3 1,286,299 32.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 18,088 82,318 74,910

 ２ その他 3,543 41,214 15,210

   計 21,632 2.2 123,532 12.3 90,121 2.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 5,342 ― 15,824

 ２ 保険解約損 57,552 ― 57,552

 ３ 新株発行費償却 27,792 ― 37,557

 ４ 株式交付費 ― 5,466 ―

 ５ その他 ― 25,357 19,737

   計 90,687 9.1 30,823 3.1 130,672 3.3

   経常利益 298,037 29.8 145,811 14.5 1,245,748 31.3

Ⅵ 特別利益 ※２ 109,083 10.9 4,463 0.4 715,162 17.9

Ⅶ 特別損失 ※３ 92,270 9.2 2,041,027 202.8 1,294,232 32.5

   税引前中間（当期） 
   純利益又は税引前 
   中間純損失（△）

314,850 31.5 △1,890,752 △187.9 666,678 16.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

605 0.1 3,226 0.3 1,210 0.0

   中間（当期）純利 
   益又は中間純損失 
   (△）

314,245 31.4 △1,893,979 △188.2 665,467 16.7

   前期繰越利益 ― ― ―

   中間（当期）未処分 
   利益

314,245 ― 665,467



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  
  

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 3,371,405 3,639,666 3,055,743 6,695,409

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 868,062 861,246 ― 861,246

 中間純損失 ― ― ― ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 868,062 861,246 ― 861,246

平成18年９月30日残高(千円) 4,239,467 4,500,912 3,055,743 7,556,656

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 665,467 665,467 △36,405 10,695,876

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 ― ― ― 1,729,308

 中間純損失 △1,893,979 △1,893,979 ― △1,893,979

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △1,893,979 △1,893,979 ― △164,670

平成18年９月30日残高(千円) △1,228,511 △1,228,511 △36,405 10,531,206

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 228,309 228,309 13,530 10,937,716

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 ― ― ― 1,729,308

 中間純損失 ― ― ― △1,893,979

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △503,773 △503,773 29,040 △474,733

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △503,773 △503,773 29,040 △639,404

平成18年９月30日残高(千円) △275,463 △275,463 42,570 10,298,312



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

 子会社株式及び関連会社

株式

   移動平均法による原

価法

   ―――――――

(1) 有価証券

 子会社株式及び関連会社

株式

同左

  売買目的有価証券

時価法（売却原価

は主として移動平

均法により算定）

(1) 有価証券

 子会社株式及び関連会社

株式

同左

   ―――――――

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

 その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

商品、仕掛品及び映像配給

権

当社は個別法による原価

法を採用しております。

ただし、映像配給権につい

ては営業の用に供した時点

より償却月数12ヶ月以内の

級数法により償却しており

ます。

(2) たな卸資産 

商品、仕掛品及び映像配給

権、ＴＶ放映権

当社は個別法による原価

法を採用しております。

ただし、映像配給権につい

ては営業の用に供した時点

より償却月数12ヶ月以内の

級数法により償却しており

ます。

またＴＶ放映権について

は権利の存続する期間に応

じて、定額法で償却してお

ります。

(2) たな卸資産 

映像配給権等 

 営業の用に供した時点よ

り償却月数12ヶ月以内の級

数法に基づき償却する、個

別法による原価法

(3) デリバティブ 

  時価法

(3) デリバティブ

同左

(3) デリバティブ

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。
建物附属設備 ８年～15年
工具器具備品 ２年～20年

(1) 有形固定資産

定率法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。
建物附属設備 ８年～18年
工具器具備品 ２年～20年
車両運搬具   ２年

(1) 有形固定資産

定率法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。
建物附属設備 ８年～15年
工具器具備品 ２年～20年
車両運搬具   ２年

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(３年から５年)に

基づく定額法によって

おります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能

見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務の見込額に基づき、

当中間会計期間末にお

いて発生していると認

められる金額を計上し

ております。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務の見込額に基づき計

上しております。

(3) 役員退職引当金

  役員への退職慰労金の

支払に備えて、内規に

基づく中間期末要支給

額を計上しておりま

す。

(3) 役員退職引当金

同左

(3) 役員退職引当金

  役員への退職慰労金の

支払に備えて、内規に

基づく期末要支給額を

計上しております。

(4) 訴訟損失引当金

  訴訟に対する損失に備

えるため、損失見込額

を計上しております。

(4)訴訟損失引当金

同左

(4)訴訟損失引当金

同左

４ 収益及び費用の計

上基準

 営業用投資有価証券売上

高には、投資育成目的の営

業用投資有価証券の売上

高、受取配当金及び受取利

息を計上し、同売上原価に

は売却有価証券簿価、支払

手数料、評価損等を計上し

ております。

 非上場株式の営業用投資

有価証券を売却した場合に

は、「営業用投資有価証券

売上高」として、投資育成

目的の同有価証券の売上

高、受取配当金及び受取利

息を計上し、「営業用投資

有価証券売上原価」とし

て、売却有価証券簿価、支

払手数料、評価損等を計上

しております。 

 上場株式の営業用投資有

価証券を売却した場合に

は、「営業用投資有価証券

運用益」として、売却損益

の純額を計上しておりま

す。

同左

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

６ 重要なヘッジ会計

の方法

イ ヘッジ会計の方法

 時価評価されているヘッ

ジ手段に係る損益または評

価差額を、ヘッジ対象に係

る損益が認識されるまで資

産または負債として繰り延

べる方法によっておりま

す。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対 

 象

 ヘッジ手段 金利スワッ

プ取引

 ヘッジ対象 借入金

ハ ヘッジ方針

 金利変動によるリスクを

回避するために必要な場合

にのみデリバティブ取引を

行っております。

ニ ヘッジ有効性評価の方 

 法

 ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。

同左 同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

イ 消費税等の処理方法 

 税抜方法によっており 

ます。

ロ 営業用投資有価証券の 

 会計処理

 Ｍ＆Ａ事業の営業取引と
して営業投資目的で取得し
た有価証券については、
「営業用投資有価証券」と
して「流動資産」に計上し
ており、かつ、その損益
は、営業損益として表示す
ることとしております。 
 なお、当該投資により、
一時的に営業投資先の意思
決定機関を支配している要
件、及び営業投資先に重要
な影響を与えている要件を
満たすこともありますが、
その所有目的は営業投資で
あり、傘下に入れる目的で
行われていないことから、
当該営業投資先は子会社及
び関連会社に該当しないも
のとし、連結の範囲に含め
ておらず、また、持分法も
適用しておりません。

イ 消費税等の処理方法

同左

ロ 営業用投資有価証券の 

 会計処理

Ｍ＆Ａ事業の営業取引と
して営業投資目的で取得し
た有価証券については、
「営業用投資有価証券」と
して「流動資産」に計上し
ており、かつ、その損益
は、営業損益として表示す
ることとしております。 
 なお、当該投資により、
一時的に営業投資先の意思
決定機関を支配している要
件、及び営業投資先に重要
な影響を与えている要件を
満たすこともありますが、
その所有目的は営業投資で
あり、傘下に入れる目的で
行われていないことから、
当該営業投資先は子会社及
び関連会社に該当しないも
のとして評価を行っており
ます。

イ 消費税等の処理方法

同左

ロ 営業用投資有価証券の 

 会計処理

Ｍ＆Ａ事業の営業取引と
して営業用投資目的で取得
した有価証券については、
「営業用投資有価証券」と
して「流動資産」に計上し
ており、かつ、その損益
は、営業損益として表示す
ることとしております。 
 なお、当該投資により、
一時的に営業投資先の意思
決定機関を支配している要
件、及び営業投資先に重要
な影響を与えている要件を
満たすこともありますが、
その所有目的は営業用投資
であり、傘下に入れる目的
で行われていないことか
ら、当該営業投資先は子会
社及び関連会社に該当しな
いものとしております。



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）  

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は10,255,742千円で

あります。  

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

（ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

 当中間会計期間から「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会平成17年12月

27日企業会計基準第８号）及び「ス

トック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 最終改正平成18年５月31日

企業会計基準適用指針第11号）を適

用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益

が、32,490千円減少し、税引前中間

純損失が32,490千円増加しておりま

す。

(固定資産の減損に係る会計基準)  

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 

 企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。  

 なお、これによる損益に与える影

響はありません。

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

     ―――――――

 

（中間損益計算書）  

 実務対応報告第19号「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」の

適用に伴い、前中間会計期間におい

て「新株発行費償却」として掲記さ

れていたものは、当中間会計期間よ

り「株式交付費」として表示してお

ります。

     ―――――――

  

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産減

価償却累計額
3,758千円 5,652千円 4,430千円

 ２ 偶発債務 下記の会社の金融機関から

の借入に対し債務保証を行

なっております。

下記の会社の金融機関から

の借入に対し債務保証を行

なっております。

下記の会社の金融機関から

の借入に対し債務保証を行

なっております。

スイート・ベイジル株式会

社

 借入債務 160,200千円

スイート・ベイジル株式会

社

借入債務 194,670千円

スイート・ベイジル株式会

社

借入債務 194,670千円

損害賠償請求の訴訟につい

て 

 詳細は「２ 中間財務諸

表等(２）その他 訴訟」

に記載しております。

損害賠償請求の訴訟につい

て 

 詳細は「２ 中間財務諸

表等(２）その他 訴訟」

に記載しております。

損害賠償請求の訴訟につい

て 

 詳細は「２ 財務諸表等

(２）その他 訴訟」に記

載しております。

※３ 消費税等の処理 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、金額的

重要性が乏しいため流動資

産の「その他」に含めて表

示しております。

同左 ―――――

※４ 投資有価証券の 

   消費貸借契約

 「営業用投資有価証券」

には消費貸借契約により貸

し付けている有価証券

2,290,200千円が含まれて

おります。

 ―――――  「営業用投資有価証券」

には消費貸借契約により貸

し付けている有価証券 

957,000千円が含まれてお

ります。



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 減価償却実施額

 

有形固定資産 373千円

無形固定資産 16,390千円

計 16,763千円

 

 
有形固定資産 1,328千円

 

有形固定資産 1,045千円

無形固定資産 19,121千円

計 20,166千円

※２ 特別利益のうち、

重要なもの

 

訴訟損失引
当金戻入益

37,200千円

貸倒引当金
戻入益

35,691千円

債務免除益
等

21,846千円

  

投資有価証
券売却益

4,463千円

 

貸倒引当金
戻入益

480,609千円

投資有価証
券売却益

161,161千円

※３ 特別損失のうち、

重要なもの

 

投資有価証
券評価損

58,513千円

投資有価証
券売却損

22,136千円

営業用投資
有価証券評
価損

1,860,840千円

関係会社株
式評価損

170,000千円

営業用投資
有価証券評
価損

700,000千円

債権譲渡損 509,013千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  

  

  

  

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 159 ― ― 159



(リース取引関係) 

  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

 

 

１ リース物件の取得価額 

  相当額、減価償却累計 

  額相当額及び中間期末 

  残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

建物附属
設備

40,523 22,288 18,235 

合計 40,523 22,288 18,235 

（注） 上記の金額には支払 

    利息は含まれており 

    ません。

 ２ 未経過リース料中間期 

   末残高相当額

１年内 8,578千円

１年超 11,808千円

合計 20,386千円

（注） 上記の金額には支払 

    利息は含まれており 

    ません。

 ３ 支払リース料、減価 

   償却費相当額及び支 

   払利息相当額

支払 
リース料

4,998千円

減価償却
費相当額

4,052千円

支払利息
相当額

976千円

 ４ 減価償却費相当額の算 

   定方法 

   リース期間を耐用年数 

    とし、残存価額を零と 

   する定額法によってお 

   ります。

 ５ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース 

   物件の取得価額相当額 

   との差額を利息相当額 

   とし、各期への配分方 

   法については利息法に 

   よっております。

   

 

 

 

１ リース物件の取得価額 

  相当額、減価償却累計 

  額相当額及び中間期末 

  残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

建物附属
設備

40,523 30,392 10,130 

合計 40,523 30,392 10,130 

（注） 上記の金額には支払 

    利息は含まれており 

    ません。

 ２ 未経過リース料中間期 

   末残高相当額

１年内 9,344千円

１年超 2,463千円

合計 11,808千円

（注） 上記の金額には支払 

    利息は含まれており 

    ません。

 ３ 支払リース料、減価 

   償却費相当額及び支 

   払利息相当額

支払
リース料

4,998千円

減価償却
費相当額

4,052千円

支払利息
相当額

616千円

 ４ 減価償却費相当額の算 

   定方法

同左 

 

 

 

 ５ 利息相当額の算定方法

同左 

 

 

 

 

１ リース物件の取得価額 

  相当額、減価償却累計 

  額相当額及び期末残高 

  相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

建物附属
設備

40,523 26,340 14,183 

合計 40,523 26,340 14,183 

（注） 上記の金額には支払 

    利息は含まれており 

    ません。

 ２ 未経過リース料期末残 

     高相当額

１年内 8,953千円

１年超 7,235千円

合計 16,189千円

（注） 上記の金額には支払 

    利息は含まれており 

    ません。

 ３ 支払リース料、減価 

   償却費相当額及び支 

   払利息相当額

支払
リース料

9,996千円

減価償却
費相当額

8,104千円

支払利息
相当額

1,776千円

 ４ 減価償却費相当額の算 

   定方法

同左 

 

 

 

 ５ 利息相当額の算定方法

同左 

 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在）子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

    区  分

 貸借対照表計上額

    (千円）    時価（千円）   差額（千円）

（１）子会社株式

（２）関連会社株式

―

230,790

―

151,968

―

78,821

     計 230,790 151,968 78,821

    区  分

 貸借対照表計上額

    (千円）    時価（千円）   差額（千円）

（１）子会社株式

（２）関連会社株式

―

230,790

―

296,508

―

65,718

     計 230,790 296,508 65,718



（１株当たり情報） 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  

１ １株当たり純資産額  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
１株当たり純資産額 179.23円

 
１株当たり純資産額 133.29円 １株当たり純資産額 158.79円

 
１株当たり中間純利益 5.88円

 
１株当たり中間純損失 24.93円 １株当たり当期純利益 11.77円

 

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

11.47円

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 当社は、平成17年４月１日付で普

通株式10株を１株とする株式併合を

行っております。 

 なお、当該株式併合が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり １株当たり 

 純資産額  純資産額

81.39円 110.63円

１株当たり中間 １株当たり当期

 純損失金額  純損失金額

20.46円 17.32円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。

 

 

 当社は、平成17年４月１日付で普

通株式10株を１株とする株式併合を

行っております。 

 前期首に当該株式併合が行われた

と仮定した場合における前事業年度

に係わる（１株当たり情報）の各数

値は以下のとおりであります。

前事業年度

１株当たり純資産額 110.63円

１株当たり純損失 17.32円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。

前中間会計期間末
（平成17年９月30日)

当中間会計期間末
（平成18年９月30日)

前事業年度末
（平成18年３月31日)

中間貸借対照表の純資産の

部の合計額（千円）
― 10,298,312 ―

普通株式に係る純資産額

（千円）
― 10,255,742 ―

中間貸借対照表の純資産の

部の合計と１株当たり純資

産額の算定に用いられた普

通株式の算定に係る中間会

計期間末の純資産額との差

額（千円）

― 42,570 ―

差額の主な内訳（千円）

  新株予約権 ― 42,570 ―

普通株式の発行済株式数
（株）

― 77,105,272 ―

普通株式の自己株式数

（株）
― 159,983 ―

１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式の株

式数（株）

― 76,945,289 ―



次へ 

  

２ １株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間純利益又は 
１株当たり中間（当期）純損失

 中間（当期）純利益（千円） 314,245 ― 665,467

 中間純損失(千円) ― 1,893,979 ―

 普通株主に帰属しない 
 金額(千円)

― ― ―

 普通株式に係る中間 
 （当期）純利益（千円）

314,245 ― 665,467

 普通株式に係る中間 
 純損失(千円)

― 1,893,979 ―

 普通株式の期中平均 
 株式数(株)

53,408,822 75,972,406 56,531,858

 潜在株式調整後１株当たり  
 中間（当期）純利益金額

  中間（当期）純利益 
  調整額（千円）

― ― ―

  普通株式増加数（株） ― ― 1,505,585

  （うち新株予約権（株）） ― ―     （1,505,585）

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益の算

定に含めなかった潜在株式

の概要

①新株予約権16,000個（平
成17年３月２日取締役会決
議）。 
②新株予約権9,000個（平
成17年８月17日取締役会決
議）。 
なお、上記①.②の新株予
約権の概要は、「第４ 提
出会社の状況、１ 株式等
の状況（２） 新株予約権
等の状況」に記載のとおり
であります。

①平成13年改正旧商法第
280条ノ20及び第280条ノ21
の規定に基づき発行した新
株予約権（ストック・オプ
ション）。 
平成17年２月25日臨時株主
総会決議、平成17年３月２
日取締役会決議11,700個、
平成17年８月17日取締役会
決議6,780個。 
②第三者割当により発行し
た新株予約権 
平成17年12月２日取締役会
決議1,008個。 
③会社法第236条、第238条
及び第239条の規定に基づ
き発行した新株予約権（ス
トック・オプション）。 
平成18年６月27日定時株主
総会決議、平成18年９月４
日取締役会決議19,000個。 
なお、上記①.②.③の新株
予約権の概要は「第４ 提
出会社の状況、１ 株式等
の状況（２） 新株予約権
等の状況」に記載のとおり
であります。 
 

①平成13年改正旧商法第
280条ノ20及び第280条ノ21
の規定に基づき発行した新
株予約権（ストック・オプ
ション）。 
平成17年２月25日臨時株主
総会決議、平成17年３月２
日取締役会決議13,000個。 
なお、上記①の新株予約権
の概要は、「第４ 提出会
社の状況、１ 株式等の状
況（２） 新株予約権等の
状況」に記載のとおりであ
ります。



（重要な後発事象） 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１．関連会社の異動（取得）の件  
 平成17年10月４日開催の取締役会
において、平成17年10月４日付にて
エムスリイエンタテインメント㈱の
株式を取得し、関連会社とすること
を決議いたしました。  
異動となる会社の概要  
（１）商号 エムスリイエンタ 
      テインメント株式会社 
（２）設立年月日 
       平成９年９月11日  
（３）本店所在地  
 東京都中央区日本橋浜町２-30-１ 
（４）代表者名  
  代表取締役社長 平田道弘  
（５）資本金  20百万円  
（６）事業内容  
      ビデオ制作販売、   
      モバイルネット事業等 
（７）決算期  ９月30日  
（８）株主  
  平田道弘（所有割合57.35％） 
  三谷愼治（所有割合14.34％） 
  オメガプロジェクト・ 
  ホ－ルディングス株式会社 
      （所有割合20.93％）  
（９）従業員数  11名  
２．子会社の異動（取得の件）  
 当社は、平成17年10月28日付の取
締役会において、ＡＳＩＡ ＭＯＶ
ＩＥ ＷＥＥＫ ＰＴＥ．ＬＴＤ．
の第三者割当を引受けることを決議
し、平成17年10月28日付で子会社と
しました。  
子会社となる会社の概要   
（１）商号 ＡＳＩＡ ＭＯＶＩＥ
   ＷＥＥＫ ＰＴＥ．ＬＴＤ． 
（２）設立年月日 
       平成17年７月13日 
（３）本店所在地 541 Orchard 
   Road #12-04 Liat Towers 
   Singapore 238881  
（４）代表者名 代表取締役  
      Lukas Schwarzacher  
（５）資本金  S$415,010  
（６）事業内容 アジア映画情報 
 雑誌の発行、E-Magazineの配信  
（７）決算期 ３月31日  
（８）株主  
  Asia Maude Ireton（10％）  
  Lukas Schwarzacher（10％）  
  オメガプロジェクト・ホールデ 
  ィングス株式会社（80％）  
（９）従業員数   ２名

１．持分法適用関連会社の異動の件 
 持分法適用関連会社の永兆精密電
子股份有限公司が、平成18年10月30
日開催の同社取締役会において、第
三者割当増資の実施を決議しまし
た。これにより、同社は当社の持分
法適用関連会社に該当しなくなりま
す。  
(1)商号 永兆精密電子股份有限公
司  
(2)設立年月日 1978年11月30日  
(3)代表者 董時長 呉宋仁  
(4)資本金 3,25,300千NTD  
(5)事業内容  
 PC周辺機器及び通信機器用のプリ
ント基板等の開発・製造・販売  
(6)株主  
オメガプロジェクト・ホールディン
グス㈱（28.47％）  
ユ ニオンホールディングス㈱
（12.62％）  
(7)従業員数 450名  
(8)最近事業年度における業績の動
向  
 2005年12月期の売上高は1,335千
NTD、経常損失は160千NTD、当期純
損失は159千NTDとなっております。 
  
２．株式会社ＴＴＧ株式のジャスダ
ック証券取引所上場廃止決定に伴
う、当社への影響について  
 当社が平成17年９月２日払込みの
第三者割当増資による新株式発行を
引受ました株式会社ＴＴＧは、平成
18年11月13日付にて、平成14年３月
期から平成18年３月期までの過年度
決算内容訂正の可能性があること及
び、ジャスダック証券取引所におけ
る上場資格に重大な影響を及ぼす惧
れがあるとし、監理ポストに割当て
られました。その後、株券上場廃止
基準第２条第１項第10号aにより、
平成18年12月７日付で、整理ポスト
に割当てられ、平成19年１月７日付
で上場廃止となることが決定いたし
ました。この株式会社ＴＴＧの監理
ポスト割当に伴う株式評価見直しに
つきましては、平成19年３月期中間
決算におきまして、営業用投資有価
証券評価損として計上しておりま
す。  
  
３．自己株式の取得に関するお知ら
せ  
 当社は、平成18年11月15日開催の
当社取締役会において、会社法第
165条第３項の規定により読み替え
て適用される同法第156条の規定に
基づき、自己株式を取得することを
決議いたしました。  
（１）取得する株式の種類     
   当社普通株式  
（２）取得する株式の総数  
   3,000,000株（上限）  
（３）株式の取得価額の総額  
   ３億円（上限）  
（４）自己株式取得の日程  
 平成18年11月20日から平成19年３
月期定時株主総会終了時まで 

１．日本文芸社との和解の件  
 平成14年12月25日、東京地方裁判
所において、訴訟された株式会社日
本文芸社との間の出版契約に関する 
係争事件については、平成18年５月
17日に和解金なしで決着がつきまし
た。  
２．ＫｏｒｅａＴｅｎｄｅｒ   
Ｉｎｃ．の持分法適用関連会社の件 
 平成18年６月16日付で、Ｋｏｒｅ
ａＴｅｎｄｅｒ Ｉｎｃ．を持分法
適用関連会社化いたしました。  
(1)商号 ＫｏｒｅａＴｅｎｄｅｒ  
Ｉｎｃ．  
(2)設立年月日 1997年４月３日  
(3)代表者 キム・ホジュン  
(4)資本金 7,682,228,000ウォン  
(5)事業内容 
ポータルファイナンスサービス、エ
ンターテインメントサービス、ベン
チャー育成事業  
(6) 株 主  キ ム・ホ ジ ュ ン
（14.1％）   キム・ナムジュン
（2.31％） 
ヤン・ヘギョン（2.16％）  
(7)従業員数 122名  
(8)最近事業年度における業績の動
向  
 2005年12月期の売上高は5,900百
万ウォンとなっており、経常損失及
び当期純損失はそれぞれ4,463百万
ウォンとなっております。



前中間会計期間
（自 平成17年４月１日
  至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日
  至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日）

３．第三者割当によるコミットメン
トライン条項付新株予約権の発行に
ついて  
 当社は平成17年12月２日開催の取
締役会において第三者割当によるコ
ミットメントライン条項付新株予約
権の発行に関し下記のとおり決議し
ました。  
（１）新株予約権発行要領  
①発行する新株予約権の総数  
           2,000個  
②発行価額 １個につき10,000円  
③発行価額の総額 20,000,000円  
④目的たる株式の種類及び数  
 本新株予約権の目的である株式の
種類は当社普通株式として、その行
使により当社が当社普通株式を新た
に発行しまたはこれに代えて当社の
保有する当社普通株式を移転（以下
当社普通株式の発行または移転を
「発行・移転」という。）する数
は、行使請求に係る本新株予約権の
数に5,000,000円を乗じ、これを行
使価額（以下に定義。）で除した数
とし、１株未満の端数は切り捨て
る。各本新株予約権の目的である株
式の数（以下「割当株式数」とい
う。）は、当該株式数を行使請求に
係る本新株予約権の数で除した数と
する。  
⑤行使価額の修正  
 平成17年12月20日以降、本新株予
約権の各行使請求の効力発生日（以
下「修正日」という。）の前日まで
（当日を含む。）の３連続取引日
（但し終値のない日は除く。）の株
式会社ジャスダック証券取引所にお
ける当社普通株式の普通取引の終値
の平均値の90％に相当する金額の１
円未満の端数を切り上げた金額（以
下「修正日価額」という。）が、当
該修正日の直前に有効な行使価額を
１円以上下回る場合又は上回る場合
は、行使価額は当該修正日以降、当
該修正日価額に修正される。但し、
行使価額は160円を下回らず、1,120
円を上回らないものとする。  
⑥行使の際の払込金額の総額  
      10,000,000,000円  
⑦行使により発行する株式の発行価 
 額   １個につき5,000,000円  
⑧行使により発行する株式の発行価 
 額の総額  10,020,000,000円  
⑨申込期日  平成17年12月19日  
⑩払込期日  平成17年12月19日  
⑪行使請求期間  
     平成17年12月20日～ 
     平成19年12月19日  
⑫割当先及び個数  
 株式会社USSキャピタル 2,000個 
（注）行使の際の払込金額の総額、
行使により発行する株式の発行価
額、行使により発行する株式の発行
価額の総額は、当初の行使価額（１
株当たり320円）に基づいて算出し
たものであります。

４．コミットメントライン条項付新
株予約権の買入消却に関するお知ら
せ
 当社は、平成18年11月15日開催の
取締役会において、株式会社ＵＳＳ
キャピタルに割当てましたコミット
メントライン条項付の第４回新株予
約権（平成18年11月15日現在残存個
数1,008個）を、本新株予約権の１
個当たり発行価額10,000円を支払う
ことにより、買入消却することを決
議いたしました。



(2) 【その他】 

（訴訟） 

(1) 平成14年５月23日、東京地方裁判所において、原告株式会社イグレックから、当社を被告として、テ

レビ番組放送枠売買に関する支払請求（請求額59百万円）が提訴され、平成18年９月29日に第一審判決が

出ましたが、当社はこれを不服として、現在東京高等裁判所に控訴中であります。 

(2) 平成14年12月25日、東京地方裁判所において、原告株式会社日本文芸社から、当社を被告として、出

版契約に関する損害賠償請求等（請求額約22百万円）が提訴されておりましたが、平成18年５月17日に和

解が成立し、解決いたしました。 

当社といたしましては上記(1)の提訴は正当性のないものと考えており、今後裁判において当社の主張が

正しいことを明らかにする所存でございます。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（１）自己株券買付状況報告書（法24条の６第１項に基づくもの） 

平成18年４月３日関東財務局長に提出。 

  

（２）大量保有報告書の変更報告書 

平成18年４月６日関東財務局長に提出。 

  

（３）臨時報告書 

平成18年４月19日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号

の規定に基づく臨時報告書であります。 

  

（４）自己株券買付状況報告書（法24条の６第１項に基づくもの） 

平成18年５月２日関東財務局長に提出。 

  

（５）自己株券買付状況報告書（法24条の６第１項に基づくもの） 

平成18年６月１日関東財務局長に提出。 

  

（６）有価証券報告書及びその添付書類 

(第31期)(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

  

（７）自己株券買付状況報告書（法24条の６第１項に基づくもの） 

平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

  

（８）大量保有報告書の変更報告書 

平成18年７月28日関東財務局長に提出。 

  

（９）臨時報告書 

平成18年９月４日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に

基づく臨時報告書であります。 

  

（10）臨時報告書 

平成18年10月６日関東財務局長に提出。  

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定に基づ

く臨時報告書であります。 



（11）臨時報告書 

平成18年11月17日関東財務局長に提出。  

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定に基づ

く臨時報告書であります。 

  

（12）自己株券買付状況報告書（法24条の６第１項に基づくもの） 

平成18年12月１日関東財務局長に提出。 

  

該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオメガプロジェクト・ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連

結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月1日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行なわれている。当監査法人は、中間監

査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成17年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

(追記情報) 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年12月2日開催の取締役会において、発行総額100億2千

万円の第三者割当によるコミットメントライン条項付新株予約権の発行を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

国際第一監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  毛  利     優  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  本     享  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月27日

オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオメガプロジェクト・ホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連

結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月1日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行なわれている。当監査法人は、中間監

査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

国際第一監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  毛  利     優  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  本     享  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオメガプロジェクト・ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第

31期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

(追記情報) 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年12月2日開催の取締役会において、発行総額100億2千万

円の第三者割当によるコミットメントライン条項付新株予約権の発行を決議している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

国際第一監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  毛  利     優  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  本     享  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月27日

オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオメガプロジェクト・ホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第

32期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

国際第一監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  毛  利     優  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  本     享  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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